
報告第４号 

 

 

令和６年度西海市一般会計補正予算（第９号）の専決処分の承認 

について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求め

る。 

 

令和７年５月１６日 

 

西海市長 瀬川 光之   
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専決処分第６号 

 

   令和６年度西海市一般会計補正予算（第９号） 

 

 令和６年度西海市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによ

る。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 787,470 千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 22,769,604 千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

  令和７年３月３１日 専決 

 

西海市長 杉澤 泰彦   
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1

歳 入 歳 出 予 算 補 正第 1 表

歳 入

（単位：千円）

項 補 正 前 額 今回補正額 合 計款

地方譲与税  2.        214,000         22,803        236,803

地方揮発油譲与税  1.         47,000          2,627         49,627

自動車重量譲与税  2.        139,000         12,874        151,874

特別とん譲与税  3.         10,000          5,704         15,704

森林環境譲与税  4.         18,000          1,598         19,598

利子割交付金  3.            500            648          1,148

利子割交付金  1.            500            648          1,148

配当割交付金  4.          5,100          7,883         12,983

配当割交付金  1.          5,100          7,883         12,983

株式等譲渡所得割交付
金

  5.          5,100         14,417         19,517

株式等譲渡所得割交付
金

  1.          5,100         14,417         19,517

法人事業税交付金  6.         30,000         11,820         41,820

法人事業税交付金  1.         30,000         11,820         41,820

地方消費税交付金  7.        535,000        119,159        654,159

地方消費税交付金  1.        535,000        119,159        654,159

ゴルフ場利用税交付金  8.         24,000          6,090         30,090

ゴルフ場利用税交付金  1.         24,000          6,090         30,090

環境性能割交付金  9.         12,000          6,348         18,348

環境性能割交付金  1.         12,000          6,348         18,348

地方特例交付金 11.        111,426             △2        111,424

新型コロナウイルス感
染症対策地方税減収補
填特別交付金

  2.            542             △2            540

地方交付税 12.      8,652,748        351,245      9,003,993

地方交付税  1.      8,652,748        351,245      9,003,993

交通安全対策特別交付
金

 13.          1,800           △361          1,439

交通安全対策特別交付
金

  1.          1,800           △361          1,439

使用料及び手数料 15.        356,736         △8,750        347,986

使用料  1.        303,006         △8,750        294,256

国庫支出金 16.      2,594,813        △17,867      2,576,946

国庫負担金  1.      2,044,417         △4,424      2,039,993

国庫補助金  2.        543,494        △13,443        530,051

県支出金 17.      1,565,397        △80,073      1,485,324

県負担金  1.        840,139         △2,212        837,927

県補助金  2.        634,889        △70,173        564,716

県委託金  3.         90,369         △7,688         82,681

財産収入 18.        128,943          2,070        131,013

財産運用収入  1.         91,748          3,915         95,663
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0 0 1 1

（単位：千円）

項 補 正 前 額 今回補正額 合 計款

財産売払収入  2.         37,195         △1,845         35,350

寄附金 19.      1,156,192       △143,652      1,012,540

寄附金  1.      1,156,192       △143,652      1,012,540

繰入金 20.      2,271,561       △901,522      1,370,039

基金繰入金  1.      2,269,165       △901,522      1,367,643

諸収入 22.        197,182        △20,426        176,756

雑入  5.        111,059        △20,426         90,633

市債 23.      1,483,400       △157,300      1,326,100

市債  1.      1,483,400       △157,300      1,326,100

    23,557,074       △787,470     22,769,604歳 入 合 計
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1

歳 出

（単位：千円）

補 正 前 額項 今回補正額 合 計款

議会費  1.        181,757           △235        181,522

議会費  1.        181,757           △235        181,522

総務費  2.      5,241,822       △267,067      4,974,755

総務管理費  1.      4,816,323       △248,314      4,568,009

徴税費  2.        212,559         △4,089        208,470

戸籍住民基本台帳費  3.        137,667         △8,334        129,333

選挙費  4.         49,410         △6,330         43,080

統計調査費  5.          6,058              0          6,058

民生費  3.      7,269,819        △47,572      7,222,247

社会福祉費  1.      3,662,453        △33,411      3,629,042

児童福祉費  2.      2,745,684         △9,132      2,736,552

生活保護費  3.        859,170         △3,069        856,101

災害救助費  4.          2,512         △1,960            552

衛生費  4.      2,721,401        △80,014      2,641,387

保健衛生費  1.        735,201        △65,830        669,371

清掃費  2.        859,763        △14,184        845,579

農林水産業費  6.      1,142,236       △103,227      1,039,009

農業費  1.        829,267        △48,303        780,964

林業費  2.        118,356        △19,133         99,223

水産業費  3.        194,613        △35,791        158,822

商工費  7.        447,312        △22,808        424,504

商工費  1.        447,312        △22,808        424,504

土木費  8.      1,210,161        △66,002      1,144,159

土木管理費  1.        217,122         △5,583        211,539

道路橋梁費  2.        496,289         △4,890        491,399

河川費  3.        126,676         △2,238        124,438

港湾費  4.         79,319        △15,624         63,695

都市計画費  5.         15,998         △6,040          9,958

住宅費  6.        274,757        △31,627        243,130

消防費  9.        726,618        △16,058        710,560

消防費  1.        726,618        △16,058        710,560

教育費 10.      2,019,076        △96,276      1,922,800

教育総務費  1.        577,747        △11,197        566,550

小学校費  2.        287,193         △7,828        279,365

中学校費  3.        298,480        △43,118        255,362

社会教育費  4.        376,480        △23,803        352,677

保健体育費  5.        479,176        △10,330        468,846

災害復旧費 11.         52,677        △24,593         28,084

農林水産施設災害復旧費  1.         44,677        △16,593         28,084
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001 1

（単位：千円）

項 補 正 前 額 今回補正額 合 計款

公共土木施設災害復旧
費

  2.          8,000         △8,000              0

公債費 12.      2,425,485        △63,618      2,361,867

公債費  1.      2,425,485        △63,618      2,361,867

    23,557,074       △787,470     22,769,604歳 出 合 計

   - 5 -



1　追加

2 総 務 費 1 総 務 管 理 費

2 総 務 費 1 総 務 管 理 費

第　２　表　　繰　越 

款 項
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　明　許　費　補　正

事　　業　　名

平島公共施設複合化整備事業 5,540
千円

総合行政システム管理費 3,800

金　　　額
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第３表 地方債
１　変更

限 度 額 利率 償還の方法

千円

31,600 1. 借入先 年利４．０％以内

119,100

2. 借入方法

77,400

181,200 3. 借入時期

緊急浚渫推進事業債 34,000

過疎対策事業債 555,300

辺地対策事業債 12,300

合併特例事業債 287,700

14,400

災害復旧事業債 5,200

防災対策事業債 48,000

計 1,483,400

起債の目的
補 正 前

起債の方法

　借入時期から
４０年以内（うち
据置期間５年以
内）において元
利均等又は元金
均等などの償還
の方法による。

財務省、地方公
共団体金融機
構、銀行等

（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる政府資
金及び地方公
共団体金融機
構資金につい
て、利率の見直
しを行った後に
おいては、当該
見直し後の利
率）

緊急防災・減災事業
債

証書借入又は証
券発行 　ただし、本市財

政の都合により、
繰上償還をし、
又は償還年限を
短縮し、若しくは
借換をすること
ができる。

公共施設等適正管理
推進事業債

緊急自然災害防止対
策事業債

公営住宅建設事業債

　令和６年度、た
だし、工事その
他の都合により、
その全部又は一
部を翌年度に繰
延べ借り入れす
ることができる。

学校教育施設等整備
事業債
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補正

限 度 額 利率 償還の方法

千円

39,000 1. 借入先 年利４．０％以内

86,700

2. 借入方法

74,000

172,000 3. 借入時期

32,200

503,800

8,000

235,500

12,200

3,000

42,500

1,326,100

補 正 後

起債の方法

　借入時期から
４０年以内（うち
据置期間５年以
内）において元
利均等又は元金
均等などの償還
の方法による。

財務省、地方公
共団体金融機
構、銀行等

（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる政府資
金及び地方公
共団体金融機
構資金につい
て、利率の見直
しを行った後に
おいては、当該
見直し後の利
率）

証書借入又は証
券発行 　ただし、本市財

政の都合により、
繰上償還をし、
又は償還年限を
短縮し、若しくは
借換をすること
ができる。

　令和６年度、た
だし、工事その
他の都合により、
その全部又は一
部を翌年度に繰
延べ借り入れす
ることができる。
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報    酬 給    料 期末手当
その他
の手当

計

長　等 3 0 24,203 8,786 0 32,989 5,068 38,057

議　員 18 68,436 0 23,954 0 92,390 19,854 112,244

その他の
特 別 職

2,099 137,048 0 0 0 137,048 0 137,048

計 2,120 205,484 24,203 32,740 0 262,427 24,922 287,349

長　等 3 0 25,464 8,786 0 34,250 5,068 39,318

議　員 18 68,436 0 23,954 0 92,390 19,854 112,244

その他の
特 別 職

2,099 141,095 0 0 0 141,095 0 141,095

計 2,120 209,531 25,464 32,740 0 267,735 24,922 292,657

長　等 0 0 △ 1,261 0 0 △ 1,261 0 △ 1,261

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特 別 職

0 △ 4,047 0 0 0 △ 4,047 0 △ 4,047

計 0 △ 4,047 △ 1,261 0 0 △ 5,308 0 △ 5,308

給   与   費   明   細   書

補
正
後

１　特別職

区　　分

単位 ：千円

共済費
職員数
（人）

給　　　　　与　　　　　費

補
正
前

比
 
 
較

合  計 備 考
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31,776

住居手当

0

0

720

720

0

31,77641,573

時間外勤務
手      当

特殊勤務手当

2,747,464

△ 50,567 △ 36,009

1,5542,920

540,057

比　較

補正前

補正後

補正前

補正後

△ 31,913

3,287,521

通勤手当

△ 9,918

単位 ：千円

区　分

1,371,514

45,588

975,802

0

28,590

28,590

0

区　分

児童手当単身赴任手当

補正前

比　較

△ 3,133比　較

41,573

317,130

△ 3,290 00

313,997

91,669

88,379

勤勉手当

0

45,588

2,920

期末手当管理職手当

特地勤務手当
管理職員特
別勤務手当

2,543

382,98425,260

1,554

△ 3,4950

2,543
職員手当
の 内 訳

扶養手当

386,47925,260

報   酬

391,412

補 正 前 677 400,148

区　分

補正後

比    較 0 △ 8,736

計

2,696,897 504,048

合   計

△ 86,576

給   与   費   明   細   書

２  一般職

区    分

補 正 後 677

職員数
   (人)

（１）  総括

3,200,945

職員手当

1,339,601

共済費

単位 ：千円

備  考

給       与　　　費

965,884

給   料
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ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

（）内は短時間勤務職員

△ 3,290 △ 35,203

2,187,816

△ 59,600△ 24,397

補 正 後

1,318,760

1,350,673

2,152,613

比    較 0 △ 31,913

45,588 40,699 31,776 25,260 312,492

区　分 勤勉手当
時間外勤務
手      当

補 正 前 342 2,637,348

補 正 後 342 2,577,748

単位 ：千円

区    分
職員数
   (人)

合   計 備  考
給       与　　　費

共済費
給   料

449,532

425,135

職員手当

833,853

837,143

計

単位 ：千円

職員手当
の 内 訳

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 期末手当

補正後

比　較 0 0 0 0 0

補正前 45,588 40,699 31,776 25,260 312,492

補正後 255,173 86,658 2,920 1,554 2,543

特殊勤務手当
管理職員特
別勤務手当

特地勤務手当

0

補正前 255,173 89,948 2,920 1,554 2,543

比　較 0 △ 3,290 0 0

区　分 単身赴任手当 児童手当

補正後 720 28,470

比　較 0 0

補正前 720 28,470

単位 ：千円

区    分
職員数
   (人)

給       与　　　費
共済費 合   計 備  考

報   酬 給   料 職員手当 計

職員手当
の内訳

比　較

623,19778,913544,284132,03120,841391,412
8

(327)

単位 ：千円

(0)

補 正 前
8

比    較 △ 8,736 0 △ 6,628 △ 15,364 △ 11,612 △ 26,976
0

0 △ 3,495 0 0

補正前 874 73,987 1,721 12061,957

△ 3,133

(327)
559,648 90,525 650,173400,148 138,65920,841

補正後 874 70,492 1,721 120

勤勉手当

58,824

区　分 通勤手当 期末手当
時間外勤務
手      当

児童手当
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説  　　　　  明
区
分

増 減 額 増減事由別内訳

給料

職員
手当

単位：千円

△ 31,913

△ 9,918

給与改定に伴う
増 減 分

昇 給 に 伴 う
増 加 分

△ 9,918
衆議院議員にかかる時間外勤務
手当の実績による減額、ほか

備   考

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

制度改正に伴う
増 減 分

そ の 他 の
増 減 分

0

0

△ 31,913
職員の退職および休職に伴う不
用額の減額、ほか

そ の 他 の
増 減 分
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地方債の前々年度末におけ
当該年度末における現在高

補 正 前 補 正 額 補 正 後

１．普　通　債 14,721,416 14,707,076 225,600 1,451,600 △ 155,100 1,296,500

（１）総　務 3,240 2,430

（２）庁　舎

（３）民　生 9,332 4,705 900 △ 500 400

（４）衛　生

（５）農　林　水　産 283,045 267,547 45,300 62,700 △ 100 62,600

（６) 公　有　林 11,448 8,492

（７）商　工

（８）土　木 1,147,082 1,274,046 32,700 315,100 △ 11,300 303,800

（９）公　営　住　宅 1,010,216 979,818 31,600 7,400 39,000

（10）消　防 913,552 743,700 70,500 △ 9,100 61,400

 (11) 教　育 593,035 912,396 115,500 △ 33,500 82,000

（12）過　疎　対　策 7,002,680 7,366,518 147,600 555,300 △ 51,500 503,800

（13) 辺　地　対　策 282,819 270,079 12,300 △ 4,300 8,000

（14) 合　併　特　例 3,464,967 2,877,345 287,700 △ 52,200 235,500

（15）公債費対策資金

２．災　害　復　旧　債 321,203 299,337 5,200 △ 2,200 3,000

（１）補　助　災　害 167,194 155,298

（２）単　独　災　害 154,009 144,039 5,200 △ 2,200 3,000

３．その他 4,676,743 4,222,790 26,600 26,600

（１）減税補てん債 18,085 10,550

（２）臨時税収補てん債

（３）減収補てん債 37,300 37,300

（４）臨時財政対策債 4,621,358 4,174,940 26,600 26,600

合　　計 19,719,362 19,229,203 225,600 1,483,400 △ 157,300 1,326,100

区　分
前々年度末
現在高

前年度末
現在高

前年度繰越額

当　　　該　　　年　　　度　　　中　　　増　　　減　　　見　　　込　　　額

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額
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る現在高並びに前年度末及び
の見込みに関する調書補正

（単位：千円）

補 正 前 補 正 額 補 正 後 補 正 前 補 正 額 補 正 後

1,876,725 △ 50,000 1,826,725 14,507,551 △ 105,100 14,402,451

810 810 1,620 1,620

4,705 4,705 900 △ 500 400

42,959 42,959 332,588 △ 100 332,488

2,371 2,371 6,121 6,121

112,229 112,229 1,509,617 △ 11,300 1,498,317

75,704 75,704 935,714 7,400 943,114

173,427 173,427 640,773 △ 9,100 631,673

44,710 44,710 983,186 △ 33,500 949,686

706,491 706,491 7,362,927 △ 51,500 7,311,427

28,921 28,921 253,458 △ 4,300 249,158

684,398 △ 50,000 634,398 2,480,647 △ 2,200 2,478,447

23,434 23,434 281,103 △ 2,200 278,903

14,527 14,527 140,771 140,771

8,907 8,907 140,332 △ 2,200 138,132

452,303 452,303 3,797,087 3,797,087

5,095 5,095 5,455 5,455

2,183 2,183 35,117 35,117

445,025 445,025 3,756,515 3,756,515

2,352,462 △ 50,000 2,302,462 18,585,741 △ 107,300 18,478,441

当　　　該　　　年　　　度　　　中　　　増　　　減　　　見　　　込　　　額
当 該 年 度 末 現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 元 金 償 還 見 込 額
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